
 

市民協働推進事業 

 

１ 目  的 

  避けられない人口減少、少子高齢化による社会構造の変化に対して、『持続可

能』な地域社会をつくるため、新たな担い手の育成や市民の主体的な活動を支援

するとともに、市民、自治会、地域づくり協議会、市民活動団体、企業、行政な

ど様々な主体の協働による新たな発想で地域課題の解決やまちづくりを推進し、

社会的イノベーションを促す必要があります。 

  このため、市民協働のまちづくりを推進するための新たな仕組みや体制を構築

します。 

 

２ 内  容 

（１）仕組みづくり 

市民自治基本条例をふまえ、中間支援組織の定義と指定、市政への参加機会

の確保、寄付金等の活用、委員会設置、基金設置、財政支援、市民協働推進計

画の策定など、新たな協働推進の仕組みを市民とともに構築し実行していくた

めに、（仮称）「市民協働のまちづくり推進条例」を制定します。 

 

（２）体制づくり 

    市民活動センターの機能強化を図りつつ、市民活動がより活発になるよう、

様々な主体の間にたってそれぞれの活動を支援し、協働の推進役として役割を

持つ「中間支援機能」の充実やまちづくりセンターの活用など、新たな体制を

構築します。 

 

 

３ 予 算 額  ２，１２８千円 

（一財：２，１２８千円） 

 

 

 

 

４ 効  果 

それぞれの主体による公益活動が円滑かつ活発に進み、協働で取り組みやすく

することで、地域課題の解決や新たなまちづくりの展開が期待できます。 

担当：市民活躍課  

課長代理 川瀬 智久 ℡６５－８７１１ 内線８４－４３４１ 

市民活動交流イベント「みんなでつながるひろば」 
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市民まちづくりセンター整備事業 

１ 目  的 

老朽化や耐震性などの課題を抱える「まちづくりセンター」について、改修を

行い、施設機能の向上を図ります。 

 

２ 内  容 

（１）虎姫まちづくりセンターの改修（平成２９年度からの継続事業） 

虎姫まちづくりセンター（Ｓ４９開設）の耐震補強と長寿命化のための改 

修工事を完了します。 

   【概要】鉄筋コンクリート造３階建て：延床 1,130.26 ㎡  

   工事内容：既存施設の一部解体、耐震補強、設備を含む内外装の改修 

外構、駐車場整備、バリアフリー化 

 

（２）余呉まちづくりセンターの新設（平成２９年度からの継続事業） 

旧余呉支所を改修し、余呉地域における市民のまちづくり活動や生涯学習

の拠点となる余呉まちづくりセンター（新設）の改修工事を完了します。 

【概要】鉄骨平屋建：延床 610.56 ㎡ 

工事内容：既存施設の一部解体、設備を含む内外装改修 

 

（３）高月まちづくりセンターの改修（平成３０年度からの継続事業） 

高月まちづくりセンター（Ｓ５４開設）の耐震補強と長寿命化のための改 

   修工事を行います。 

    【概要】鉄筋コンクリート造２階建て：延床面積 1,927.43 ㎡ 

     工事内容：耐震補強、設備を含む内外装の改修、バリアフリー化 

 

３ 予 算 額  １１，０５６千円 

（県：４，０００千円 一財：７，０５６千円） 

４４０，０００千円 

        （平成３１年度から平成３２年度までの債務負担行為） 

 

４ 効  果 

安全・安心・快適な施設利用環境の提供と、まちづくりセンターを拠点とし 

たまちづくり活動、生涯学習活動の更なる充実が期待できます。 

 

 

 

 

担当：市民活躍課 市民活動支援室 

副参事 西田 康弘 ℡６５－６５７２ 内線８４－４２９６ 
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アウグスブルク市姉妹都市提携６０周年記念事業 

 

１ 目  的 

アウグスブルク市と本市との姉妹都市提携６０周年を記念して、使節団の派遣

や両市の市民交流の取り組みを通じて、今後両国の文化・経済をはじめとする、

様々な分野において交流をさらに深める契機とするとともに、新たな文化の創造

につなげます。 

 

２ 内  容 

（１）使節団の派遣と受け入れ 

アウグスブルク市で開催される姉妹都市提 

携６０周年記念式典、日本春祭りに参加する 

ため、使節団を派遣します。また、アウグス 

ブルク市から青年使節団を受け入れ、市内の 

視察、ホームステイ受け入れ等を支援します。 

（２）オンラインでの市民交流事業            （平成 30 年度青年使節団） 

イベント等において、インターネットを活用してリアルタイムで市民がアウ

グスブルク市民と交流できる場を提供します。 

（３）日本庭園研修生の受け入れ 

    アウグスブルク市にある日本庭園を管理する人材を養成するため、ドイツ

人研修生の受け入れ、庭師の手配、ホームステイ受け入れを支援します。 

（４）食文化の交流 

    学校給食の食材としてアウグスブルク市特産品の提供や、市民を対象に特

産品（ソーセージ等）を使った料理教室を開催するなど、食文化を通じた交

流を行います。 

 

３ 予 算 額  ７,２８４千円（その他：２，５９４千円 一財：４，６９０千円） 

 

４ 効  果 

姉妹都市提携６０周年記念事業を通して、アウグスブルク市との関係をより強

固なものとするとともに、幅広い市民が交流できる機会の創出につなげ、相互理

解及び国際感覚や多文化共生の意識向上に貢献します。 

 

 

担当：市民活躍課 地域交流グループ 

副参事 高岸 博司 ℡６５－８７１１ 内線８４－４３４５ 
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市民課証明書作成等業務委託事業 

 

１ 目  的 

市民課において一定の業務量がある専門性の高い定型業務を、専門的能力

を有する民間事業者に委託することにより、官民協働による民間のノウハ

ウ・アイデアを活かした、質の高い行政サービスを効果的・効率的・安定的

に提供し、行政サービスの充実を図ります。 

 

 

２ 内  容 

市民課が交付する住民票、戸籍等の証明書の作成及び郵送で請求のあった

証明書の作成、発送、電話応対など定型の内部業務を民間事業者に委託しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １２０,０００千円 

（平成３１年度から平成３４年度までの債務負担行為） 

       

４ 効  果 

職員の人事異動や業務の繁忙に左右されることなく、適正かつ質の高い行

政サービスを効果的・効率的・安定的に提供することができます。 

当該定型業務にあたっていた職員が、職員が行うべき非定型業務に専念す

ることにより、業務の精度と生産性が高まり、行政サービスを充実すること

ができます。 

当該定型業務のスリム化により、必要な人材の採用、教育・研修、労務管

理等が不要となるため、行政コストを削減することができます。 

 

 

担当：市民課  

課長代理 尾﨑 栄治 ℡６５－６５１１ 内線８４－３１０１ 
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学校施設等長寿命化計画策定事業 

 

 

１ 目  的 

  将来的に多くの学校施設等が大規模改修や改築を迎えることから、施設全

体の長寿命化計画を策定することにより、トータルコストの縮減、及び財政

負担の平準化を図るとともに、『事後保全』から『計画保全』への転換を図り、

施設の長寿命化を進めます。 

 

 

２ 内  容 

  施設の老朽化の実態を把握し、施設整

備の基本的方針や改修等の優先順位付け、

短期的・長期的な改修計画等を定めた長寿

命化計画を策定します。 

○対象施設 

小学校・中学校・義務教育学校・保育所・

幼稚園・認定こども園・学校給食センター 

 

 

 

３ 予 算 額  ５０，０００千円 

（平成３１年度から平成３２年度までの債務負担行為） 

 

 

４ 効  果 

  学校施設等の維持管理に係るトータルコストの縮減、及び財政負担の平準

化を図りながら、施設に求められる機能・性能を維持していくことにより、

安心・安全な教育環境を確保していくことができます。 

 

担当：教育総務課 施設管理グループ 

副参事 服部 稔 ℡６５－８６０３ 内線８４－２５２５ 
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小中一貫教育校開設準備事業 

 

１ 目  的 

  虎姫地域においては、認定こども園、小学校、中学校及び高等学校が隣接

しており、以前から各校園間で交流が盛んに行われてきました。小中一貫教

育の効果が期待できるこの恵まれた教育環境を活かし、さらに魅力あふれる

学校づくりを推進するため、施設や子どもたちの学習環境を整備します。 

 

２ 内  容 

  施設一体型義務教育学校（小中一貫教育校）「（仮称）虎姫学園」の開設に

必要な施設整備や子どもたちの教育環境の充実に向けた準備を行います。 

  （１）開校時期 平成３２年４月 

  （２）内  容  

   ○児童生徒が自由に行き来できるように小中校舎を渡り廊下で接続 

   ○小学校体育館の一部を小中合同の職員室に改修 

   ○開設に伴う備品等の整備 

 

３ 予 算 額   

（１）施設整備費  ４００，０００千円 

（平成３１年度から平成３２年度までの債務負担行為） 

 （２）備品等整備費 ８，６７５千円（一財：８，６７５千円） 

 （３）開設準備費   １，６１８千円（一財：１，６１８千円） 

 

４ 効  果 

義務教育９年間を通じて、系統的・継続的な学習指導や生徒指導を行うこ

とで確かな学力、豊かな心、健やかな体の育成が期待されます。 

異学年や地域との多様な交流活動により、これから

の社会を生きぬくコミュニケーションスキルを養う

ことができます。 

担当：教育総務課 施設管理グループ 

副参事 服部 稔  ℡６５－８６０３ 内線８４－２５２５ 

教育改革推進室 教育改革推進グループ 

副参事 常陸 恵子 ℡６５－８６０４ 内線８４－２５４０ 

すこやか教育推進課 環境整備グループ 

副参事 藤田 哲夫 ℡６５－８６０６ 内線８４－３５１３ 
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学校ＩＣＴ環境整備事業 

 

１ 目  的 

ＩＣＴを効果的に活用した授業により、子どもたちの確かな学力の向上を

図るため、「教科指導におけるＩＣＴ活用」に重点を置いたＩＣＴ機器の整備

を計画的に行います。 

 

 

２ 内  容 

大型提示装置（大型モニターやプロジェクタ  

など）とデジタル教科書を配備・導入し、普通 

教室における授業で、日常的にＩＣＴ機器・デ  

ジタル教材を利用できる環境を整備します。 

 

 

３ 予 算 額  ２６，３３４千円 

（基金：１８，４５５千円 一財：７，８７９千円） 

      内訳：大型提示装置等整備分     １８，４５５千円 

         指導者用デジタル教科書導入分  ７，８７９千円 

 

 

４ 効  果 

デジタル教科書等の画像や動画を活用した分かりやすい授業により、子ど

もたちの興味・関心を高め、学習意欲の向上を図ったり、学習内容の理解を

深めたりすることができます。 

担当：教育指導課 学校教育グループ 

副参事 河瀬 洋子  ℡６５－８６０５ 内線８４－２５５２ 
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「未来をになう長浜っ子」育成プロジェクト 

 

１ 目  的 

  子どもたちを取り巻く社会や生活環境の変化、価値観の多様化などから、

新しい時代に対応した教育施策を再構築していく必要があります。 

  ここ数年を「長浜市教育改革元年」と捉え、これまでの施策や取り組みを

見直し再検証するとともに、様々な視点から幅広い意見を集約する場を設定

し、学力向上策や新たな教育施策に反映します。 

 

２ 内  容 

 （１）「学力向上策」を具現化し、次代を見据えた新たな取組を展開します。 

 （２）教育振興基本計画第３期の主旨を受け、長浜市の学校（園）教育全体

を体系化した「長浜の教育」（「深い学び」を実現する授業スタイルや

より効果的な家庭学習方法を示す『長浜スタイル』や『長浜スタンダ

ード』等）を策定します。 

 （３）プロジェクトの運営にあたっては、「企画会議」「ワーキング会議」「懇

話会」を立ち上げ、相互に連携しながら推進することとします。 

 

３ 予 算 額  ３９９千円（一財：３９９千円） 

       

４ 効  果 

これまでの教育施策を再検証し、具体的な学力向上策の策定や次代を見据

えた授業改善を行うことにより、子どもや教師の「やる気」を喚起すること

ができます。 

子どもたちの現状と課題を分析し、新学習指導要領の主旨を盛り込んだ「長

浜の教育」（長浜スタイル、長浜スタンダード等）を策定し、実践することに

より「未来をになう長浜っ子」を育成することができます。 

 

 

担当：教育改革推進室 

   室長  土田 康巳 ℡６５－８６０４ 内線８４－２５４０ 

教育指導課 学校教育グループ 

   副参事 河瀬 洋子 ℡６５－８６０５ 内線８４－２５５２   
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外国人児童生徒サポート支援事業 

 

１ 目  的 

  近年、日本語はもちろん、日本の文化や習慣に関する知識を持たないまま

転入してくる外国人家庭が多いことから、教育現場においては、子どもだけ

でなく、家族ごとサポートすることが求められています。そういった状況の

中で、ますます在籍が増加している外国人児童生徒の就学を円滑にするとと

もに、各校における外国人児童生徒教育を効果的に進めるため、サポート体

制の充実を図ります。 

 

２ 内  容 

 （１）サポート支援員・学習指導員による在籍校日本語教室等への支援（日

本語指導・生活適応指導・学習指導・自立支援・教育相談・文書翻訳

など）を行います。 

 （２）外国人子どもサポート主任指導員による在籍校指導（日本語指導、教

育相談、就学相談、支援員研修など）を行います。 

 （３）日本語指導加配教員による「特別の教育課程」に準じた個別の指導・

支援を推進します。 

 

３ 予 算 額  ２４，０９８千円（県：２，９４４千円 一財：２１，１５４千円） 

       

４ 効  果 

支援員及び指導員の計画的な派遣、支援を 

行うことにより、学習指導、生活指導、教育 

相談を充実し、外国人の子どもが学校生活を 

円滑に送ることができます。 

特別の教育課程による指導を実施すること 

により、一人ひとりの日本語能力や学校適応 

状況に合わせたきめ細やかな指導が可能とな 

り、外国人児童生徒の日本語によるコミュニ 

ケーション能力と基礎的・基本的な学力の向 

上が図れます。 

子どもサポート総合相談窓口を開設するこ 

とにより、転入してきた家庭及び児童生徒への就学指導や各種相談活動を行

うことができ、また、学校生活の早期安定化が図れます。 

 

担当：教育指導課 学校教育グループ 

   副参事 河瀬 洋子 ℡６５－８６０５ 内線８４－２５５２ 
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長浜図書館新築移転関連事業 

 

１ 目  的 

  市民の知りたい、学びたい欲求に的

確に応えることのできる資料の充実を

図り、市民に愛され市民とともに成長

する「地域と人がつながる知の拠点」

としての図書館をめざします。 

 

 

２ 内  容 

（１）長浜図書館の新築移転 

    平成３１年秋に開館予定の産業文化交流拠点内に移転する長浜図書館

を中央図書館とする図書館システムを確立し、より質の高いサービスを

市内全域に提供します。 

（２）資料配送システムの充実 

    利便性向上のため、長浜図書館（中央図書館）と各図書館（サテライ

ト図書館）間の資料配送回数を増やします。 

（３）機械化・自動化の促進 

ＩＣタグシステムを導入し、貸出の簡便化や待ち時間の短縮とプライ 

バシー保護及び蔵書の保全を図ります。 

 

 

３ 予 算 額  ６８,３２０千円（一財：６８，３２０千円） 

 

 

４ 効  果 

長浜図書館は、複合施設である産業文化交流拠点内に移転することで、よ

り多くの市民の多様な価値観に沿った資料提供ができるとともに、中央図書

館機能を持たせることで、全館の一体的なサービスを迅速に市内全域に届け

ることができます。 

担当：生涯学習文化課 図書館グループ 

 副参事 伊藤 直美 ℡８５－４６００（高月図書館） 
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（仮称）北部地域総合体育館整備事業 

 

１ 目  的 

平成３６年開催の滋賀国民スポーツ大会における柔道競技の会場として、

また地域スポーツの拠点施設として、（仮称）北部地域総合体育館を整備し、

大会の円滑な運営及び地域スポーツの普及をめざします。 

 

２ 内  容 

○（仮称）北部地域総合体育館建設工事 

・既存体育館を含む増改築 

・延床面積 増築部分 ３,９４３㎡ 既存改修部分 １,９８９㎡ 

・新設アリーナ １，２５７㎡（41.9m×30.0m） 

・観客席 907 席、トレーニングルーム、キッズルーム、多目的トイレ 

多目的室兼会議室、更衣・シャワー室、空調設備等 

   ・平成３２年４月オープン（予定） 

 ○グラウンド・駐車場等整備工事 

   ・実施設計業務に着手 

 

３ 予 算 額  １，９６６，５７６千円 

（国：１９９，１２３千円 県：８７，４３８千円  

市債：９６８，２００千円 基金：６８０，５３８千円 

一財：３１，２７７千円） 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

４ 効  果 

滋賀国民スポーツ大会の柔道競技をはじめとする全国大会を開催できる施

設として、また、地域のスポーツ振興の拠点施設として整備することで、更

なるスポーツの振興及び地域の活性化を図ることができます。 

 
担当：スポーツ振興課 スポーツ振興グループ 

副参事 田中 正晴 ℡６５－８７８７ 内線８４－４３１３ 
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市民で支える小学校給食費補助事業 

 

１ 目  的 

  学校給食は、子どもの心身の健全な発達と、食に関する正しい理解と適切

な判断力を養う上で、学校教育において重要な役割を担っています。 

  引き続き、小学校における学校給食費を全面的に支援することで、次代を

担う子どもたちのすこやかな成長を市民全体で支えることとし、加えて、子

育てにかかる経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環境を整備する

ことにより、少子化対策を推進します。 

 

２ 内  容 

  小学校に在籍する児童の保護者に対し、学校給食費の全額を補助します。 

  ただし、次のいずれかに該当する場合は、補助の対象外です。 

①生活保護、就学援助等の認定により、既に学校給食費相当額の給付を受 

けている場合（保護者負担分がある場合は、その額が補助対象） 

  ②在籍する小学校において学校給食の提供を受けていない場合 

  ③学校給食費を滞納している場合 

 

３ 予 算 額  ２５２，２５２千円 

（基金：１２６，１２６千円 一財：１２６，１２６千円） 

 

４ 効  果 

  学校給食を通じて、子どもたちの健康の保持   

増進や健全な食生活への理解促進を図ることが 

できます。 

  また、子育て世帯の市外への流出を防ぐなど、 

次代を担う若者世帯の定住促進への寄与が期待 

されます。 

 

 

 

 

 

担当：すこやか教育推進課 環境整備グループ 

副参事 藤田 哲夫 ℡６５－８６０６ 内線８４－３５１３ 
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多子世帯保育料負担軽減事業 

 

１ 目  的 

  子育てを強力に応援するまちとして、生涯にわたる人格形成の基礎を培う

重要な乳幼児期の教育をしっかり支えるため、保護者の教育・保育にかかる

経済的負担に対する支援を行います。 

幼稚園・保育所・認定こども園の保育料について、国の軽減制度よりも対象

を拡大し、多子世帯の経済的負担を軽減します。 

 

 

２ 内  容 

平成２８年度から実施している長浜市独自の保育料軽減事業を継続します。 

第２子児童を半額、第３子以降の児童を無料とします。年齢や所得によって

制限される国や県の制度よりも対象者を幅広くして支援を行うものです。 

    

○参考：国・県制度（平成２８年度から開始） 

   国：年収約３６０万円未満世帯は、第１子の年齢に関わらず、 

第２子半額、第３子以降無料。 

住民税非課税世帯は第２子以降無料。 

県：年収約４７０万円未満世帯は、第１子の年齢に関わらず、 

第３子以降無料。 

 

 

３ 軽減見込み総額  ２４２，０００千円 

 

 

４ 効  果 

  子育て中の家庭の経済的な負担を軽減することにより、安心して子どもを

生み育てることのできる生活につながり、未来を担う子どもたちの健やかな

成長や能力を育むことに対する家庭の力が拡大します。 

社会全体で子どもや子育てを支えていく地域づくり、長浜で育ててよかっ

たと実感できるまちづくりを推進することができます。 

 

 

 

 

 

担当：幼児課 総務グループ 

副参事 冨岡 義和 ℡６５－８６０７ 内線８４－３５２２ 
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しょうがい福祉施設整備補助事業 

 

１ 目  的 

  湖北地域には知的しょうがい者入所施設は２施設しかなく、県外の施設 

への入所者や入所希望者がいる状況であり、確実に入所定員数を維持する 

必要があります。しょうがいのある方が安全安心な生活を送ることができ 

るよう、サービス基盤としての施設整備を図ります。 

 

２ 内  容 

 開設から３５年を経過した湖北まこも（運営法人：（福）湖北会）の老朽 

化や生活環境の改善を図るため、施設整備に対して本市と米原市で支援し 

ます。 

※社会福祉施設等施設整備費補助金（国庫）、民間心身障害児者社会福祉施設整備費補 

助金（県費）は直接事業所に補助。 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

（知的しょうがい者入所施設「湖北まこも」（長浜市湖北町海老江）  

 

３ 予 算 額  ９１，０７１千円（基金：９１，０７１千円） 

               

４ 効  果 

  湖北地域の知的しょうがい者に対する入所施設（定員）の確保、日常生活 

に必要な日中活動及び介護の提供（生活介護）基盤の整備が図れ、将来に 

わたる安心したまちづくりに寄与することが期待できます。 

担当：しょうがい福祉課 自立支援グループ 

副参事 伊吹 宗人 ℡６５－６５１８ 内線８４－４１２４ 

⑥手配 

～入所時のパターン～ 
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基幹相談支援センター設置事業 

 

１ 目  的 

本市の人口は減少しているものの、しょうがい者手帳所持者は増加してお

り、ニーズは多様化・複雑化してきています。このような状況の中、しょう

がいのある人の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けてきめ細かな

相談支援を行うことが必要となっており、地域における相談支援の中核的な

役割を担う機関として、基幹相談支援センターを設置します。 

 

２ 内  容 

地域福祉を広域的に担い、今後想定される地域共生社会への展望も視野に

入れ、本市と米原市が（福）長浜市社会福祉協議会へ業務委託します。 

① 地域の相談支援事業者間の連携、サービス

利用計画作成のための調整等、相談支援体

制の強化を図ります。 

② 相談支援専門員の質の向上をめざすため、

専門員向けの学習会や事例検討会の実施、

サービス等利用計画の点検等、人材育成に

寄与するサポート体制を整備します。 

③ 長浜米原しょうがい者自立支援協議会の

活性化に向けて、事務局体制の充実を図り

ます。 

 

３ 予 算 額  ３２，１１８千円 

        （国：８，０２９千円  県：４，０１４千円   

その他：１６，０５９千円 一財：４，０１６千円） 

           

４ 効  果 

地域の関係機関のネットワークを構築し、各関係機関が連携しながら、し

ょうがい者自らが選択した場所で、希望する生活を続けることのできる地域

づくりに寄与することが期待できます。 

 
担当：しょうがい福祉課 自立支援グループ 

副参事 伊吹 宗人 ℡６５－６５１８ 内線８４－４１２４ 
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 重症心身しょうがい者短期入所特別支援モデル事業 

 

１ 目  的 

  本市域には医療的ケアが必要な重症心身しょうがい者を対象とした入所施 

設がなく、利用者の多くは県南部にあるびわこ学園医療福祉センターを利用 

されている状況です。短期入所に伴う民間機関による移送体制を構築するこ 

とにより、送迎をされている保護者の身体的・精神的負担の軽減を図ります。 

 

２ 内  容 

 医療的ケアが必要な重症心身しょうがい者が医療型短期入所を利用する場

合において、移動支援事業を活用し、移送する車両に看護師が添乗する安全

安心な移送体制構築に向けて、（福）びわこ学園重症心身障害者通所施設えが 

お、移動支援事業所、行政が連携し、モデル的に実証実験を実施します。 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  モデル事業委託料  １，３１９千円（一財：１，３１９千円） 

        移動支援事業（拡充）  ７８９千円（国：３９３千円  

県：１９８千円 一財：１９８千円） 

       

４ 効  果 

  医療的ケアが必要な重症心身しょうがい者の在宅生活の安定化、保護者の 

身体的・精神的負担の軽減、また持続可能な介護につながります。 

担当：しょうがい福祉課 自立支援グループ 

副参事 伊吹 宗人 ℡６５－６５１８ 内線８４－４１２４ 

入所施設 

移動支援事業所 

①申請 

②決定 

⑥手配 

③委託 

④委託 

びわこ学園(えがお) 

⑤通所 

利用者 

⑦移送 

～入所時のパターン～ 

イメージ

図 
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 就労支援・就労準備支援事業（生活困窮者自立支援事業） 

 

１ 目  的 

「就労」は、経済的自立への軸であり、社会参加や自己実現、知識技能の

習得、また地域社会の基盤構成に寄与するものとなります。 

経済的な困りごとを抱える人が求職活動を円滑に進められるよう、情報提

供や助言指導を行うとともに、働きづらさを抱え直ちに就労することが困難

な人に対して、生活習慣の改善や基礎的な社会的能力の養成を並行して行い、

自立生活への移行を支援します。 

 

 

２ 内  容 

  生活保護利用者・生活困窮者への就労支援を、就労に臨

む段階や課題に応じて、民間事業者と連携して実施します。 

就労に向けた態勢が整っている人には、求職活動支援、

ハローワークや就労訓練事業所等の関係機関との連絡調整、就労後の職場定

着支援などを行います。一方、「社会との関わりに不安がある」、「生活習慣が

形成できていない」など、就労に向けた姿勢づくりを要する人には、支援プ

ログラムを組み立て、基礎的な能力を養いながら支援付きの就業体験に従事

するなど、就労に向けたサポートを行います。 

 

 

３ 予 算 額  １２，０１７千円 

（国：８，３４５千円 基金：３，６６７千円 一財：５千円） 

 

４ 効  果 

日常生活及び社会生活の自立に向けて重要な対策となる「就労」に関し、

複合的な問題を抱えていることが多い生活困窮者の事情をふまえて、課題・

背景や段階に合わせて支援を進めることにより、対象者が順を追ってステッ

プアップできる途を拓くことができます。 

       

 

 

担当：社会福祉課 自立生活サポートグループ 

主幹 笹木 孝行 ℡６５－６５３６ 内線８４－４１０４ 
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「健康で輝けるまち長浜」推進事業 

 

１ 目  的 

健康増進計画「健康ながはま２１」に基づく健康づくりに、なお一層深く

広く取り組み、市民の健康づくりの機運を高めるため、健康都市を宣言しま

す。 

  また、「健康都市宣言」や本市の健康課題に合わせた具体的な取り組みを行

うことで、一人ひとりがよりよい生活習慣に心がけるとともに、地域や学校、

職場などみんなで健康づくりを推進する機運を高めます。 

 

２ 内  容 

 （１）健康都市を宣言します。 

 （２）本市の健康課題に沿った健康づくり事業を実施します。 

①むし歯予防の紙芝居やテーマソングを作成し、園や小学校で啓発し  

ます。 

②受動喫煙防止のステッカーを作成し、市内の事業所に配布します。 

③塩分測定や血圧計・体組成計・活動量計を貸し出し、健康づくりのき 

っかけづくりを行います。 

④こころの健康と睡眠に関する啓発を行います。 

⑤ウォーキングマップや０次健診の健診結果を取り入れた転倒予防体 

 操（きゃんせ体操）を新たに作り、運動の習慣化を啓発します。 

⑥地域の健康マップを作成し、健康意識の 

醸成を図ります。 

 

３ 予 算 額  ２，１７７千円 

（一財：２，１７７千円） 

       

 

４ 効  果 

  健康都市宣言を行い、本市の健康課題に合わせた具体的な取り組みを行う

ことで、効果的・効率的に健康づく

りを進めることができます。 

担当：健康推進課 健康企画グループ 

副参事 森 奈津子 ℡６５－７７７９ 内線８４－７１３０ 
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特別支援教育推進事業 

 

１ 目  的 

園職員が園児一人ひとりのしょうがいの状態や支援ニーズに応じたき

め細かな指導と適切な保護者対応ができるよう、市内園全体の特別支援

にかかわる専門的な知識や技能、指導力の向上強化を図ります。  

 

２ 内  容 

（１）特別支援スキルアップ研修  

園職員の経験年数などの段階に応じた研修を計画的に実施し、特

別支援教育の理解啓発と、多様化、複雑化する個々の特性に対応で

きるスキルの向上を図ります。  

   ＜特別支援研修内容＞  

○第１段階：基礎理解・支援講座  

○第２段階：専門知識・支援講座  

○第３段階：指導力・調整力向上講座  

○第４段階：総合マネジメント講座   

 

（２）就学前特別支援教育巡回相談 

     専門家及び関係機関専門職が園を訪問し、ケース検討会を実施し

ます。 

 

（３）関係機関との連携強化 

     療育センターや小学校などの関係機関との連携を強化し、協働支

援体制を構築します。  

 

３  予 算 額  ２，２５１千円（国：９５６千円、一財：１，２９５千円） 

 

４  効  果 

園職員の専門知識やマネジメント力が高まり、園全体の特別支援教

育に対する意識や意欲の向上を図ることができます。また、支援を要

する園児のニーズに応じたきめ細かな指導や適切な保護者対応をする

ことが期待できます。  

担当：幼児課 保育推進グループ  

副参事 赤尾 千晶 ℡６５－８６０７ 内線８４－３５２７  
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市立長浜病院医師確保奨学金事業 

 

１ 目  的 

将来、市立長浜病院の医師として業務に従事しようとする意思がある者に

対し、修学等に必要な資金を貸し付けすることにより、適確な医師の確保を

行い、医療体制の充実を図ります。 

 

 

 

２ 内  容 

（１）対象者 

大学の医学を履修する課程に在学する者で、将来、市立長浜病院にお 

いて医師業務に従事しようとする意思がある者（他の団体で従事すること

を条件とした奨学金制度を受けている者は除きます。）に次のとおり奨学

金の貸し付け支援をします。 

平成３１年度に医学部医学科の新４年生～新６年生として大学に在学

する者で年間３名まで 

（２）奨学金の額 

月額５万円、１０万円、１５万円の３コースから選択 

 

 

 

３ 予 算 額  ３，６００千円（一財：３，６００千円） 

 

 

 

４ 効  果 

医師をめざしている学生を経済的に支援することにより、医師数を安定的

に確保することができ、地域医療を担う医師を育成していくことで、病院事

業の経営健全化につながります。 

担当：市立長浜病院事務局総務課 総務グループ 

副参事 岡本 保宏 ℡６８－２３２４ 内線３０００ 

- 46 -



 

  朝鮮通信使ゆかりのまち全国交流大会長浜大会開催事業 

 

１ 目  的 

雨森芳洲関係資料がユネスコ「世界の記憶」に登録されたことを契機に、

郷土の先人・雨森芳洲の業績やその思想を、日本・世界に向けて情報発信し

て、長浜の魅力を高め、交流人口の増大を図るため、「朝鮮通信使ゆかりのま

ち全国交流大会「長浜大会」を開催します。また、雨森芳洲関係資料の普及・

活用促進を通じて、地域の歴史や文化を見つめ直す機会を提供し、その価値

や意義を再認識し、多文化共生社会の実現につなげます。 

 

２ 内  容 

（１）朝鮮通信使ゆかりのまち全国交流大会「長浜大会」の開催 

朝鮮通信使に縁のある国内外の自治体・団体等で構成するＮＰＯ朝鮮通

信使縁地連絡協議会の全国大会を本市において開催し、雨森芳洲の業績・

思想等を、広く国内外に発信するとともに、市民に対しても世界に誇る郷

土の先人を啓発・普及します。 

（２）啓発・普及の促進 

積極的に「雨森芳洲と朝鮮通信使」についての出前講座等啓発・普及事

業等を行うことにより、歴史文化の香り高い長浜の魅力を広くＰＲします。 

 

３ 予 算 額  １,０００千円（一財：１，０００千円） 

 

４ 効  果 

市民・関係団体・行政等が一体となって実行委員会を立ち上げ、朝鮮通信

使ゆかりのまち全国交流大会長浜大会をはじめさまざまな事業を通じて、郷

土の先人・雨森芳洲についての市民の認識を深め、より一層の国内外への情

報発信や、本市の教育・人づくり・国際交流等への展開につながります。    

 

担当：歴史遺産課 博物館・資料館グループ 

副参事 佐々木 悦也 ℡８５－２２７３（高月観音の里歴史民俗資料館）  
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林業振興対策事業 

 

１ 目  的 

森林整備事業（施業集約化・間伐材利活用・境界明確化）等により、利用

期を迎えた人工林の適正な管理を行い、森林の保全、琵琶湖の水質保全、地

球温暖化防止等を図るとともに、林業の振興と山村の活性化を図ります。 

 

２ 内  容 

（１）施業集約化事業 

平成３０年度に導入した高性能林業機械を活用し、作業の効率化による

施業集約化を図ります。 

・ 施業地数１４地区 

（２）間伐材利活用事業 

間伐材を搬出することにより、森林被害の防止と森林資源の有効活用を

図ります。 

（３）森林境界明確化事業 

森林整備に必要な境界明確化を促進するため、事前調査、現地調査及び

測量を重点的に行います。 

・ 実施地区 ３地区 

      

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １８，１２９千円 

（県：５，４３３千円 一財：１２，６９６千円） 

 

４ 効  果 

間伐材の有効活用、森林境界の明確化を行うことにより、森林の適正な維

持管理を図ることができ、森林の持つ多面的機能（水源の涵養、国土の保全、

快適な環境の形成、保健・レクリエーション及び文化の維持・継承、生物多

様性の保全、地球温暖化の防止）が向上し、活力ある地域の基盤整備・保全

につながります。 

 

 

 

担当：森林整備課 森林整備グループ 

副参事 辻 智士 ℡６５－６５２６ 内線８４－３２４６ 
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産業文化交流拠点事業 

市役所跡地周辺の老朽化や狭隘化、機能の限界などの課題を抱えた公共公益

施設について、市役所本庁舎跡地を活用して、「産業文化交流拠点」（さざなみ

タウン）として「文化福祉棟」と「産

業支援棟」を整備し、新たな人材や活

動、賑わいを創出し、地域の活性化を

図ります。 

文化福祉棟 

 主な機能 

○ 中央図書館機能 

○ まちづくりセンター機能 

 ○ 市民活動支援機能 

○ 地域福祉支援機能   

 

 

 

 

 

１ 目  的  

本庁跡地利用の基本方針で定める基本理念「人・文化・産業が織りなす、

活力と魅力あふれる都市空間の創出」の実現と、中心市街地の活性化に向け、

文化・地域交流・市民活動支援等の機能を併せ持つ文化福祉棟及び関連施設

の整備・運営を行います。 

 

２ 内  容 

  施設建設及び機能移転を進めるとともに、施設の効果的な運営について関

係機関・団体と連携したうえで、今年１１月末開館を目指します。 

 

３ 予 算 額 １，３９０，８６２千円 

国   ：３２４，６５３千円 県  ：  ５，０００千円 

市債  ：４９６，２００千円 基金等：５０３，９４４千円  

その他 ：    ７６６千円 一財 ： ６０，２９９千円 

４ 効  果 

  各機能が担う事業や活動、サービスが連携することで生まれる相乗効果に

より、新たな人材や市民活動、文化や賑わいを創出し、地域活力の向上が期

待できます。 

 担当：産業文化交流拠点整備室 

副参事 西田 康弘 ℡６５－６９０７ 内線８４－４２９６ 

文化福祉棟 
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産業支援棟 

         

主な機能 

○ 産業支援機能 

○ 長浜商工会議所（併設） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 目  的 

隣接する「文化福祉棟」との連携を図りつつ、市内に立地する中小企業者

への経営革新、経営改善、創業支援、雇用対策等に関する調査研究、指導助

言等の支援機能の充実を図るため、産業支援棟の整備を支援します。 

 

２ 内  容 

平成３０年１２月に着工した「産業支援棟」部分の建築工事とそれに伴う

監理業務にかかる経費を補助します。 

（１）（仮称）ながはま産業創造センター整備支援 

支援内容：建築工事、監理費用の支援（１０/１０） 

（２）長浜商工会議所整備支援〔(仮称）ながはま産業創造センターと合築〕 

支援内容：建築工事、監理費用の一部支援（１/３） 

 

３ 予 算 額  １４１，５０８千円 

（市債：９５，５００千円 基金：４６，００８千円） 

４ 効  果 

複合施設の利点を活かしたワンストップサービスを提供することで、企業

の経営改善を推進するとともに、産業や地域の活性化が図れます。 

担当：商工振興課 商工労政グループ 

副参事 手崎 俊之 ℡６５－８７６６ 内線８４－４２１２ 

産業支援棟 
産業支援棟 
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消防団拠点施設整備事業 

 

１ 目  的 

本市の消防団は、１０方面隊３２分団で構成され、各分団の活動拠点施設

として屯所や車庫等を配備し、それぞれ地域特性を活かした防災活動を行っ

ています。 

この消防団活動の拠点となる施設については、老朽化や敷地の狭あいなど

の施設状況による消防力の低下が危惧されることから、施設の状態や地域の

実情を考慮し、計画的に拠点施設の整備を進めることで、消防団の迅速かつ

円滑な活動の推進を図ります。 

 

 

２ 内  容 

  第１６分団（虎姫）屯所の整備（平成３１年度移転新築） 

   建物構造 

木造平屋建：延床６７．０７㎡  

附帯設備：ホース乾燥柱、資機材物置、資機材車用車庫                            

                         

 

３ 予 算 額  ４１，０２７千円 

（県 ：９１９千円 一財：４０，１０８千円） 

 

 

４ 効  果 

 計画的に施設の更新を進めることで、消防力の向上が図れ、地域の防災強

化につながります。 

  

 

担当：防災危機管理局 

副参事 大塚 邦生 ℡６５－６５５５ 内線８４－３３３３ 

- 51 -



 

ブロック塀等の安全確保事業 

 

１ 目  的 

  耐震性が不足する危険なブロック塀等の除却・改修を支援することで、耐

震改修の促進を図り、安全・安心のまちづくりを推進します。 

 

 

２ 内  容 

  次の避難路等に面した耐震性の不足するブロック塀等の除却・改修を行っ

た場合、工事費の一部を助成します。 

①通学路 

②住宅や事業所等から避難所へ通じる道路 

③長浜市耐震改修促進計画に記載された地震発生時に通行を確保すべき道  

 路 

④緊急輸送道路から避難所や防災拠点施設等へ通じる道路 

⑤避難所 

（※避難所とは、地域防災計画や地区別防災マップに記載された避難所を 

いう。） 

   ○助成率 ２／３（上限額１００千円） 

 

 

３ 予 算 額  １，０００千円 

（国：５００千円 県：２５０千円 一財：２５０千円） 

       

 

４ 効  果 

  地震等によるブロック塀等の倒壊を防ぐことで、通行時の安全を確保する

ことができ、避難や救助、消火活動を迅速に行うことができます。 

担当：開発建築指導課 建築指導グループ 

副参事 住永 耕志 ℡６５－６５４３ 内線８４－２２０３ 
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災害廃棄物処理計画策定事業 

１ 目  的 

平成３０年の大阪北部地震、西日本豪雨、米原市における竜巻被害等、大

規模な自然災害が頻発している状況において、災害発生後の廃棄物処理の対

応は喫緊の課題となっています。   

本市においても例外ではないことから、災害廃棄物の処理を適正かつ迅速

に行うことで、市民の生活環境の保全及び公衆衛生上の支障の防止を図ると

ともに早期の復旧・復興に資することを目的に計画を策定します。 

 

２ 内  容 

  家庭や事業所から排出される廃棄物については、既存のルールがあります

が、自然災害を想定したルールがないため、自然災害によって発生する廃棄

物の処理方法（想定される廃棄物の量、仮置き場候補地の選定、搬送手段の

確保、分別のルール化等）を県の計画との整合性を図り、関係機関等と連携

しながら策定します。 

  なお策定にあたっては、本市と米原市及び湖北広域行政事務センターと合

同で取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （仮置き場の例）        （仮置き場レイアウトのイメージ） 

 

３ 予 算 額  ６，６００千円 

（平成３１年度から平成３２年度までの債務負担行為）  

  

４ 効  果 

被災時の行政の役割を明確化することで、災害発生後の市民の混乱を回避

し、市民生活の早期の復旧が図れます。また被災時はもとより、平常時から

でき得る対策をとることができます。 

 
担当：環境保全課 生活環境グループ 

副参事 冨永 康宏 ℡６５－６５１３ 内線８４－４２６２ 
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太陽光発電システム等設置促進補助事業 

 

１ 目  的 

平成２１年に開始された余剰電力買取制度の適用を受け導入された太陽光

発電システムが、平成３１年（２０１９年）１１月以降順次、１０年間の買

取期間を終え、法に基づく電力会社による買取義務がなくなることから、自

家消費型へ転換を図る蓄電池の需要が高まっています。また、災害等による

停電時の備えとしても太陽光発電システムが発電する電力を充放電すること

ができる蓄電池が注目されています。 

こうしたことから、従来から実施している当補助事業の定置式蓄電システ

ムの補助対象者を拡大します。 

 

２ 内  容 

  過去に太陽光発電システム設置にかかる本市の補助金等の交付を受けてい

ても、新たに定置式蓄電システムを設置する場合についても当該補助金の対

象者とします。 

（補助金の額） 

 （１）太陽光発電システム(上限６万円) 

    太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールの最大出力に１キ

ロワット当たり２万円を乗じた額 

（２）定置式蓄電システム（上限１０万円） 

蓄電池の蓄電容量に１キロワットアワー当たり２万円を乗じた額 

 

３ 予 算 額  １２，２００千円（基金：１２，２００千円） 

 

４ 効  果 

  太陽光発電システムと定置式蓄電システムの普及促進により、さらなる自

立分散型エネルギー社会の構築を図ることができます。 

担当：環境保全課 環境企画グループ 

副参事 中川 勇人 ℡６５－６５１３ 内線８４－４２６５ 
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市営住宅整備事業 

 

１ 目  的 

  市内で最も老朽化している市営住宅（北新団地、神照団地）において、入

居者の安全安心な居住環境を提供するとともに、市営住宅マスタープランに

則し、団地の集約による管理戸数の縮減を図るため、市営住宅の建替えを行

います。また、余剰地について民間への分譲を図ります。 

 

 

２ 内  容 

  現在の市営住宅北新団地８０戸と神照団地４戸を解体し、平成３３年度末

を目標に新たに北新団地４０戸を建設、併せて余剰地を民間に分譲します。 

この事業は、本市で初となるＰＦＩ（民間資金活用等）手法によるＢＴ

（Build Transfer）方式を採用し、従来の発注方式に比べて費用削減効果、

地元企業の参加が期待できます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ４０,７０３千円 

（国：１８，７７４千円 一財：２１，９２９千円） 

         

 

４ 効  果 

  耐震基準を満たした住宅の建設により、入居者の安心安全な居住環境が提

供でき、また、セーフティネットによる新たな入居者の募集を行うことがで

きます。 

担当：建築住宅課 住宅グループ 

副参事 寺村 英二 ℡６５－６５３３ 内線８４－２２１１ 
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田村駅周辺整備事業 

 

１ 目  的 

田村駅及び周辺地区の整備を進めることで、魅力あるまちづくりを促進し、

転出超過傾向にある若者や子育て世代の市内への定住化を図ります。 

 

２ 内  容 

田村駅周辺整備基本計画（平成３０年５月策定）に位置付けた各事業を推

進します。 

 

（１）田村駅周辺整備基本構想推進会議の開催 

    今後の取り組みについて、地元田村町をはじめ、当地域に立地する大

学等の各機関、まちづくりに関する協議会等で構成する田村駅周辺整備

基本構想推進会議を開催し、地域や関係機関から様々な意見等を集約し

ます。 

 

（２）田村駅自由通路等の整備に向けた基本設計 

    自由通路の整備に向け、ＪＲ西日本との協議を行うための基本設計と、

駅前広場の整備に向けた基本設計を行います。 

 

（３）田村駅南駐車場整備事業 

今後、駅前広場の再整備によって縮小する既存駐車場の代替機能の確保

に加え、駅利用者の増加を図るため田村駅に新たな駐車場を整備します。 

・概 要：駐車区画数１０３区画（予定） 

   ・内 容：用地買収、設計、造成工事、 

舗装工事等 

 

３ 予 算 額  ２２３，３７９千円 

国 ： １５，２９３千円 

市債：１３０，７００千円 

一財： ７７，３８６千円 

 

４ 効  果 

田村駅周辺を中心とする市南部地域について、人口流出を止めるダム機能

と、本市への流入を受け入れる機能を持った都市拠点が創出できることで、

若者や子育て世代の市内への定住化や交流人口の増加が期待できます。 

 

 担当：都市計画課 田村駅周辺整備室 

室長 塚田 継司 ℡６５－６５４１ 内線８４－２２５５ 

田村駅  
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長浜中央公園整備事業 

 

１ 目  的 

  長浜球場とその周辺部に、現在の長浜中央公園の機能を移転して、「憩い、

遊び、楽しみ、安らぎ、集い」の空間となる都市公園を整備します。 

 

 

２ 内  容 

  （新）長浜中央公園整備基本計画及び実施設計に基づき、長浜球場周辺に

公園を整備します。 

  

○（新）長浜中央公園 

：面積=2.4ha 

   ＜整備内容＞ 

   造成工事 

    公園整備工事 

       （東屋、遊具、トイレ等） 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ７０，０００千円（市債：６６，５００千円 一財：３，５００千円） 

        ８０，０００千円（平成３２年度の債務負担行為） 

 

 

４ 効  果 

  既存野球場や十一川の親水機能を取り込み、多目的な都市公園とすること

で、利用者の増加を図るとともに、幅広い年齢層が利用する施設として、多

様な層の交流を促し、地域活性化に寄与することができます。 

担当：都市計画課 都市整備グループ 

副参事 岩佐 俊宏 ℡６５－６５４１ 内線８４－２２４１ 
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 （仮称）神田スマートインターチェンジ整備検討事業 

 

１ 目  的 

  総合計画や都市計画マスタープランにおいて、｢当市の南部地域を、人口流

出を止めるダム機能と、当市への流入を受け入れる機能を持つ都市拠点｣とし

て位置付けており、この地域のまちづくりを進める手法の１つとして、地域

をつなぐ大動脈である高速道路の有効活用を進め、人と物の新たな交流と地

域経済の活性化を図るため｢スマートＩＣ整備｣の事業化検討に向けた取り組

みを進めます。 

 

２ 内  容 

  北陸自動車道・神田パーキングでの、（仮称）神田スマートＩＣの必要性と

効果の検討及び、スマートＩＣアクセス用道路の概略検討、基本測量を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  １０，０００千円（一財：１０，０００千円） 

３０，０００千円 

（平成３１年度から平成３２年度までの債務負担行為) 

 

４ 効  果 

南長浜地域における地域活性化と観光誘客の向上が図れるとともに、一般

道路の渋滞緩和や大規模災害時における緊急輸送の交通拠点化及び広域的な

高度医療体制の強化につなげることができます。 

 

担当：道路河川課 整備維持グループ 

副参事 山﨑 清 ℡６５－６５３２ 内線８４－２２８１ 

(仮称)神田ＳＩＣ  

(仮称)神田パーキング航空写真  
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橋梁長寿命化事業 

 

１ 目  的 

  市道の橋梁は高度経済成長期に建設されたものが多く、今後、老朽化が進

み橋梁の修繕・架け替えに要する費用が増大することが懸念されます。 

今後における計画的な橋梁の維持管理を行い、損傷が大きくなる前に予防

的な対策を行うことで長寿命化と、安全な通行を確保するとともに全体的な

維持管理コストの縮減を図ります。 

 

２ 内  容 

（１）橋梁長寿命化計画策定業務 

市道橋の維持管理に関する 

計画を策定します。 

 

（２）野瀬橋（Ｌ＝３５．８ｍ） 

    補修工事を実施します。 

 

（３）奈野良橋（Ｌ＝２０．８ｍ） 

    補修詳細設計を実施します。 

 

（４）橋梁点検業務 

    市道の橋梁点検を実施します。 

 

 

３ 予 算 額  １９７，２０１千円 

（国：８６，３５０千円 一財：１１０，８５１千円） 

       

４ 効  果 

橋梁長寿命化計画に基づき計画的に修繕等を実施することにより、橋梁の

長寿命化を図り、安全な通行を確保するとともに橋梁の維持にかかる全体の

コストを縮減することができます。 

担当：道路河川課 整備計画グループ 

副参事 安済 章博 ℡６５－６５３２ 内線８４－２２８４ 
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元浜町１３番街区整備事業 

 

１ 目  的 

老朽化した建築物が存在し更新が必要な街区や低未利用地において、長浜

市中心市街地活性化基本計画に基づく市街地整備を促進し、都市機能を高め

るとともに、安心安全な市街地形成を図ります。 

 

２ 内  容 

○市街地再開発事業に関する支援 

多くの観光客で賑わう商店街エリアの中央部に位置する元浜町１３番街

区において、都市再開発法に基づく第一種市街地再開発事業を施行する事業

者に対し、既存建物の解体及び施設建築物の本工事にかかる費用の一部を支

援します。 

  

３ 予 算 額  ９３５，６３４千円（国：467,757 千円 県：196,125 千円 

（基金：188,367 千円 その他：5,829 千円 一財：77,556 千円） 

 

４ 効  果 

都市機能を更新し、新たな魅力を

創出することで、中心市街地の活力

を維持するとともに、住民にとって

も住みやすい環境を整えることで

持続可能なまちづくりの基盤を築

くことができます。 

 

担当：長浜駅周辺まちなか活性化室  

室長代理 小谷 勝也 ℡６５－６５４５ 内線８４－４２２２ 

曳山博物館 

商店街 

黒壁ガラス館 

元浜町 13 番街区 
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長浜駅北地区整備事業 

 

１ 目  的 

長浜駅東側において、長期にわたり平面駐車場として利用されてきた低未

利用地を活用し、居住機能と都市福利機能を備えた集合住宅を整備すること

により、都市機能の強化とまちなか居住の推進を図るとともに、土地の高度

利用を促進し、市の玄関口としてふさわしい良好な市街地環境の整備に取り

組みます。 

 

２ 内  容 

○優良建築物等整備事業に関する支援 

長浜駅東側の旧郵便局跡地を含む南呉服町５番街区の一部（約 0.2ha）に

おいて、優良建築物等整備事業制度要綱に基づく優良建築物等整備事業によ

り共同住宅を整備する事業者に対し、事業計画の作成や土地整備、施設の建

築に係る費用の一部を支援します。 

 

３ 予 算 額  １４１，０００千円 

（国：７０，５００千円 県：８，８１２千円 基金：６１，６８８円） 

 

４ 効  果 

中心市街地の人口減少対策として、長浜駅前に居住機能と都市福利機能を導

入し、魅力的な都市居住環境を整備することで、持続可能なまちづくりの基

盤を築くことができます。 

 

担当：長浜駅周辺まちなか活性化室  

室長代理 小谷 勝也 ℡６５－６５４５ 内線８４－４２２２ 
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担当：北部振興局 地域振興課 北部振興グループ 

   副参事 土田 孝洋 ℡８２－５９００ 内線８１－２１６ 

北部振興局 地域振興課 観光振興グループ 

主 幹 吉田 二郎 ℡８２－５９００ 内線８１－２２２ 

北部地域の魅力発信事業 

 

１ 目  的 

  北部地域の自然や歴史、文化などの地域資源を活かした事業に、地域住民

が主体となって取り組み、北部地域の魅力を内外に発信するとともに、地域

間交流や活気ある地域づくりを支援します。 

 

 

２ 内  容 

 （１）びわ湖のてっぺんプロジェクト 

    地域住民が主体となって、西浅井地域 

の景観や歴史、文化、特産品等の魅力を 

再発見し、発信することで、魅力ある 

地域づくりに取り組みます。 

 （２）魅力ある郷土づくりプロジェクト 

    地元に愛され、市外からも多くの観光客が訪れている余呉湖周辺のあ

じさい等地域資源の再生に向けて、地域住民が主体となって保全活動に

取り組むほか、北部地域を舞台とした音楽事業等に引き続き取り組み、

地域の魅力ＰＲや交流人口の拡大を図ります。 

  （３）ロゲイニング事業 

    自然や歴史、生活環境など、普段の観光では気づかない地域資源を再

発見し、北部地域の魅力ＰＲや交流人口の拡大を図ります。 

 

 

３ 予 算 額  ３，５４３千円（県：９００千円 一財：２，６４３千円） 

 

 

４ 効  果 

地域住民が主体となって、地域の魅力を活かした取り組みを実施すること

により、継続した北部地域の活性化につなげていくことができます。 
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